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 平素は、徳島県内町村の振興発展のため御指導、御協力を賜り深く感謝

申し上げます。

 さて、本日、徳島県町村会１２月定例会を開催し、「令和２年度県予算
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お願い申し上げます。
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１．一億総活躍社会の実現に向けた地方創生の更なる推進について 

 （要旨） 

町村が、自主性・主体性を発揮し、地方創生を着実に進めていくとともに、地域

の実情に応じた社会保障サービス、住民の命を守る防災・減災対策等の各種施策を

実施するためには、地方の社会保障財源の安定的確保、税源配分のあり方の見直し

と偏在性の少ない安定的な地方税体系の構築、地方交付税所要額の確保など、地方

の自主財源の拡充による町村財政基盤の強化が不可欠であります。 

農山漁村地域を多く抱える町村では、高齢化と少子化の急速な同時進行により、

多くの困難に直面しています。そうした中で、町村は自ら知恵を絞り、人口減少の

克服と地域の活性化に資するよう、住民等と一体となって地方創生に向けた取り組

みを進めてきています。 

町村が進める地方創生の取組は、政府が掲げる一億総活躍社会の実現につながる

ものであります。 

  よって、県においては一億総活躍社会の実現に向けた地方創生の更なる推進に向

けて、下記事項について、国に提言するなど特段のご配慮をお願いするとともに、

県においてもより一層のご尽力をお願いします。 

記 

１ 厳しい財政状況にある中で、町村が地方創生に取り組みつつ安定的に財政運営

ができるよう、地方交付税については、本来の役割である財源調整機能と財源保

障機能が適切に発揮されるよう総額を確保すること。 

 地方交付税の安定的確保のため、地方交付税率の法定率の引き上げを含めた抜

本的な見直しを行うこと。 

２ 町村は徹底した行財政改革等を行い、財政支出の削減に努めながら、災害、将

来の税収や公共施設の老朽化等に備え、各々町村の実情に応じて基金の積み立て

を行っているが、こうした実態を踏まえず、単に基金の増加傾向を理由に地方歳

出を削減しないこと。 

３ 地方創生推進交付金については、町村が総合戦略に基づいた目標達成のため、

新たな発想や創意工夫を活かした事業に柔軟かつ積極的に取り組んでいけるよ

う、できる限り対象事業となる要件を緩和するなど、自由度の高い交付金とし、

その規模も拡充すること。 

４ 地方への移住や定住を希望する住民のニーズに応えるため、情報提供体制の充

実や農林漁業の担い手対策など就業対策の強化、医療や教育体制の充実等による

居住環境の整備を図り、田園回帰・農村回帰の流れを加速すること。 

また、移住や定住のみならず地域に多様な関わりを持つ人々（関係人口）の拡

大に向けた取組を支援し、とくしま回帰を一層促進すること。 
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５ 所有者不明土地は、今後一層の増加が見込まれることから、放棄された土地の

管理責任の所在等、発生を予防するための仕組みを構築し、その解消を促進する

こと。 

６ サテライト・オフィス誘致対策事業を強化すること。 

７ 空き家の利活用は、移住・定住の環境整備をはじめ地方創生の観点からも重要

な課題となっていることから、「空き家等対策の推進に関する特別措置法」による

特定空き家に該当しない空き家についても、利用実態に応じた住宅用地特例の取

扱の一層の明確化をはかるなど税制面での検討を含め、空き家の利活用等が一層

推進されるよう制度的な方策を講じること。 

８ 徳島わくわく移住支援事業について、市町村の負担を軽減し、県内市町村間の

転居における返還要件を見直すこと。 

   また、対象者を東京圏以外の都市からの移住も対象とするなど、県内への移住

が一層推進されるよう更なる制度の充実を図ること。 

９ 地域公共交通に対する財政支援を拡充すること。 

また、路線バスと地域コミュニティバスの連携強化など、地域の実情に応じた

公共交通網の再編を推進すること。 

10 令和３年３月末日をもって期限切れとなる過疎地域自立促進特別法については、

これまでの過疎地域の努力と役割を踏まえた振興が図られるよう、総合的な過疎

対策を促進するための新たな法律の制定に向けて引続き国に働きかけること。
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２．防災・減災に資する社会資本整備について 

（要旨） 

 徳島県においては、全国と比べ、道路や河川などの整備が大幅に遅れており、こ

れらの社会資本は、地方が自立し、地域住民の安全・安心な暮らしを確保するため

に必要不可欠なものであります。 

 こうした中、本年９月に関東地方を直撃した台風第１５号をはじめ、１０月の台

風第１９号では、観測史上最大の降雨により、平成３０年７月豪雨を上回る堤防決

壊や住家浸水の発生など、大規模な豪雨災害が常態化・広域化しています。 

 本県を流れる吉野川や那賀川においても、これまでに大きな氾濫・洪水が発生し

ており、昨今の気候変動に伴う大型台風や集中豪雨に対する水害への備えは急務と

なっています。 

 加えて、切迫する南海トラフ巨大地震や中央構造線活断層地震から、県民の生命・

財産を守り、経済・産業活動を継続するには、これまで以上に県土強靱化の取組み

を加速させる必要があります。 

 よって、防災・減災に資する社会資本整備について、下記事項を国に強く提言す

るとともに、県においてもより一層のご配慮とご尽力をお願いします。 

記 

１ 必要な社会資本整備を計画的に進められるよう、必要な予算の総額を確保する

とともに整備の遅れた地域にも十分配慮できる仕組みとすること。 

  とりわけ、整備が遅れている国道、県道、市町村道については、地域の実情に

即し、均衡ある道路網として整備を推進すること。 

２ 避難路や避難施設等の整備を支援する「加速する『とくしま－０（ゼロ）作戦』

緊急対策事業」については、令和２年度以降も継続するとともに、補助対象事業

の拡充や拡大など、更なる制度の充実を図ること。 

３ 防災・減災事業が確実に実施できるよう、緊急防災・減災事業債の恒久化・拡

充など十分な財政措置を講じられるよう国に働きかけること。 

  また、津波浸水のみならず河川氾濫や土砂災害警戒区域内にある消防庁舎等災

害対策の拠点施設の移転を起債対象とする等、対象事業の拡充等を図ること。 

さらに、大規模災害時に生じる災害廃棄物の処理については、被災町村の負担

とならないよう、国において万全の財政支援措置を講じるよう国に働きかけるこ

と。 

加えて、近隣の自治体と協定を締結するなど、広域での災害廃棄物処理に対応

すること。 

４ 新たな国土強靭化基本計画（平成 30 年 12 月 14 日閣議決定）及び計画に位置

づけられた防災・減災、国土強靭化のための 3か年緊急対策については、事業を
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着実に実施できるよう、安定的かつ十分な財源を確保するよう国に働きかけるこ

と。 

特に、大規模停電や交通インフラの寸断等の発生は、エネルギーの供給や輸送・

物流を阻害し、災害による直接的な被害を受けた地域以外でも住民の生活に多大

な影響を及ぼすことから、連鎖的な被害が発生しないよう万全な対策を講じるこ

と。 

  また、同緊急対策については、頻発、激甚化する災害に対応するため、その取

組みの継続と拡充を図ること。 

５ 地籍調査事業の安定的な事業予算の確保を図ること。 

６ 消防団の装備の充実強化に係る財政的支援を講じること。 

７ 「津波回避バイパス」となる阿南安芸自動車道「海部野根道路」及び隣接する

地域防災公園へのアクセス道路の整備を図ること。 

８ 吉野川及び旧吉野川の無堤地区等の早期解消及び流域の内水対策を推進するこ

と。 

９ 大型台風・集中豪雨などによる床上浸水や生活道の冠水を解消するため、河川

の堤防の改修・補強、漏水対策、堆積砂利等の除去、河道拡幅などの県内全域の

河川改修を早急に進めること。 

10 頻発化・激甚化する豪雨災害に対し、住民への避難準備情報や避難勧告等を発

令する判断要素として極めて重要な水位計などを増設すること。 

11 J アラート・Ｌアラートをはじめ多様な情報提供手段を活用し、迅速かつ分か

りやすい災害・危機管理情報の提供を行うことなどにより、県民の安全・安心を

守るための防災・危機管理体制の更なる充実強化に取り組むこと。 



5 

３．農林水産業・地域の活力創造について 

（要旨） 

 農山漁村は、農林水産業を通じて地域の経済を担い住民の生活の場となっている

だけではなく、食料・水・エネルギーの供給、自然環境の保全や浄化、人と自然と

の豊かなふれあいの場としての機能などを有する、多面的かつ公益的な役割を担う

地域であり、国民共通の貴重な財産であります。 

 しかしながら、これらの地域においては、人口の減少や高齢化が著しく、農林水

産業のみならず集落活動や地域文化の担い手さえ不足するなど、地域活力は低下の

一途を辿っています。 

 特に、農業産出額等の約４割を占める中山間地域では、農林水産業の生産条件が

不利な状況に加え、生産・流通コストの増嵩などにより、農林水産業の経営は一層

厳しさを増しています。 

更に、地域での生活を支え合う基盤であった集落が衰退するほか、買い物や移動

手段といった生活面での不安を抱えるなど、様々な課題にも直面しています。 

 国・県においては、農山漁村が直面している危機的な状況を真摯に受け止め、「農

林水産業・地域の活力創造プラン」の目指す、若者たちが希望を持てる「強い農林

水産業」、「美しく活力ある農山漁村」の構築に向けた取組みを積極的に推進するこ

とが必要であります。 

よって、農林水産業・地域の活力創造を推進するため、次の事項について、国に

提言するなど特段のご配慮をお願いするとともに、県においてもより一層のご尽力

をお願いします。 

記 

１ 急峻で狭小な農地が多く、規模拡大による競争力強化が極めて困難な条件不利

地域である中山間地域においては、施設園芸農業など付加価値の高い農業経営に

ついて規模拡大、経営の効率化や生産基盤の強化など、生産性や農業所得の向上

に繋がる対策を強化するとともに、新規に就農しやすい営農条件を整備すること。 

また、安心して営農が続けられるよう地域の実情や需要に応じた米づくりを推

進すること。 

２ 日米貿易協定・ＴＰＰ11 協定・日欧ＥＰＡにより影響を受ける農林漁業者が希

望をもって経営に取り組めるよう、万全の措置を講じるよう、国に働きかけると

ともに、県内の農林水産業分野における対策を着実に実施すること。 

３ 「農林水産業未来創造基金」をより充実強化するとともに、各地域にとって最

適な政策が実施できるよう、自治体の裁量を拡充する「農村価値創生交付金」（仮

称）を創設するよう、国に働きかけること。 



6 

４ 地域農業の担い手の育成・確保に当たっては、多様な経営形態や地域の実情に

応じた技術・経営研修、特産品開発、販売戦略、他業種連携による六次産業化へ

の支援、農地中間管理機構の充実、人・農地プランへの支援、農地利用最適化事

業の支援を実施すること。 

５ 木材の需要拡大に向け、ＣＬＴなど木材製品の高品質化や加工流通体制の整備

への支援、木質バイオマスの利活用の推進、建築物の木造化･木質化及び非住宅木

造建築の設計・整備への支援、更には建築士の育成による国産材の利用促進など、

より一層の木材自給率向上に努めること。 

６ 森林・林業基本計画を着実に実施するとともに、新たな森林管理システムの円

滑な運用により森林整備が推進されるよう、地域の実情に合わせた体制整備の支

援を強化すること。 

７ 漁業所得の向上を目指し、漁村地域自らが策定する「浜の活力再生プラン」や

「浜の活力再生広域プラン」の着実な推進に対する支援を強化するとともに、次

代を担う意欲ある担い手の育成・確保に向けた支援の充実を図ること。 

   また、水産物の安定供給と漁村地域の維持発展に向け、ハード・ソフト両面か

らのきめ細やかな支援を実施すること。 

８ 農山漁村の生活の基盤である集落機能の維持・再生に向け、都市との交流、移

住・定住の促進、生活交通の確保、コミュニティ活動の支援など、集落対策を総

合的に推進するための支援策を充実・強化すること。 

なお、コミュニティ活動については、集会施設などの修繕・バリアフリー化・

IT 施設の整備、地域の防災活動、地域伝統文化の継承や史跡保存、集落支援員の

有償化制度の充実などの支援を実施すること。 

９ 日本型直接支払制度については、中山間地域の農業を守り、国土保全や水源の

涵養等、農業のもつ多面的機能を維持・発揮するため、十分な財政支援を講じる

こと。 

10 鳥獣被害対策については、町村だけでは解決が困難な「災害」のレベルまで達

しているため、十分な予算を継続的に確保するとともに、関係省庁や関係機関と

の連携の下、被害防止に係る抜本的な対策を講じること。 

また、鳥獣被害防止対策交付金については、緊急的な捕獲活動と侵入防止柵の

整備等の対策の拡充をはかり、必要な財源を確保すること。 

さらに、狩猟者の負担軽減など担い手の育成・確保に向けた支援策の拡充・強

化を図るとともに、ジビエ料理の普及等、捕獲鳥獣の食肉利用を促進すること。 
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４．医療・福祉施策・少子化対策の充実強化について 

（要旨） 

急速な高齢化の進展、慢性疾患の増加による疾病構造の変化、保健サービスに対

する地域住民のニーズの高度化や多様化等に対処するため、総合的な地域保健医療

対策を推進する必要があります。 

また、子ども・子育て支援新制度のさらなる質の改善に必要な財源確保を含め、

長期的な視点に立ち地域の実情に合った少子化対策が求められております。 

一方、制度発足から 20 年が経過した介護支援制度は、利用者が増加の一途を辿

り、給付費も急速に増大しており、同制度の円滑かつ安定的な運営を図ることが喫

緊の課題となっており、平成 30 年度から新制度に移行した国民健康保険制度につ

いても、安定的な財政運営や効率的な事業の確保等に向けた課題が残されています。 

よって、総合的な医療・福祉、少子化対策を充実強化するため、下記事項につい

て、国に提言するなど特段のご配慮をお願いするとともに、県においてもより一層

のご尽力をお願いします。 

記 

１ 地方における医師や看護師、医療従事者の不足に対して、計画的な育成、確保

を推進するとともに診療科偏在・地域偏在の抜本的な解消、恒久的に医師や看護

師、医療従事者が確保できる仕組みを早急に確立すること。 

また、地域医療を支えるへき地等の診療所の運営・維持に積極的な支援を行う

こと。 

２ 今般の国保制度改革が実効ある改革となるよう、毎年 3,400 億円の公費投入を

確実に実施し、町村の実情に応じて財政支援を講じるとともに、県と市町村の役

割分担の見直し等により、システムの改修等が必要となる場合には、準備期間に

十分配慮し、そのための経費について、国の責任で全額措置するよう、国に働き

かけること。 

また、制度の安定運営の確保に資するため、運営方針、納付金の算定方法等に

ついて町村の意見を十分反映させるとともに、県内全市町村で統一した基準で給

付事務を運営できるよう、細かな事案の対応を含めたマニュアル等の作成、情報

交換の場を設けるなどの市町村への適切な指導・助言を行うこと。 

３ 「保険者努力支援制度」の評価指標等の見直しに当たり、県からも国に対し、

当制度の実施状況やインセンティブ効果についての検証を要望すること。 

また、今後の県分と市町村分の公費の配分について、それぞれの担う役割や制

度の趣向を踏まえた検討を行うこと。 

さらに、特定健診の受診については、受診率向上のため、県が主体的に県民へ

の啓発を行うこと。 

   加えて、後発医薬品の使用割合の向上について、関係機関と連携・協力し推進



8 

すること。 

４ 風しんに関する追加的対策については、町村に財政負担が生じることがないよ

う、国の責任において必要な財源を確保するよう働きかけること。 

５ 慢性的な保育士不足の解消に向けて、潜在保育士の活用や保育士の処遇改善を

図るなど保育士の「新たな働き方」の創出と実践を図るとともに、保育補助者や

保育支援者の雇用制度を整備すること。 

６ 幼児教育無償化の円滑な実施に当たり、財源については、令和２年度以降の地

方負担に必要な財源を一般財源総額の同水準ルールの外枠で全額措置し、国の責

任において必要な財源を確実に確保するよう国に働きかけること。 

７ 児童虐待防止のため、「児童虐待防止対策体制総合強化プラン」等に基づく、町

村の体制整備に必要かつ十分な財政措置を講じるとともに、専門的人材の育成、

確保に対する支援の充実を図ること。 

８ 将来にわたり安定的に介護人材を確保するため、介護職員の更なる処遇改善を

図るとともに、高齢者福祉施設職員全体の処遇改善に取り組むこと。 

９ 安心して子供を産み育てる環境づくりの後押しとして、徳島県子どもはぐくみ

医療費助成制度の補助対象を 18 歳まで拡充すること。 

10 町村における公立・公的病院は、地域に欠くことのできない基幹的な医療機関

として、重要な役割を担っていることから、全国一律の基準で分析されたデータ

に基づいた拙速な再編統合を強制しないよう国に働きかけること。 



町 村 個 別 事 項 





9 

○勝浦町 

恐竜化石による地域活性化事業の実施と支援について 

  1994 年勝浦町でイグアノドンの歯の化石が発見されたことを皮切りに、ティタノ

サウルス形類の歯の化石、また白亜紀前期（約１億３千万年前）の恐竜化石含有層

（ボーン・ベッド）が発見されました。 

  町では、この発見を機に、県立博物館の協力のもと、今夏、発掘された全ての恐

竜化石が一堂に会した展覧会「かつうらの恐竜時代」の開催や、恐竜化石発掘体験

イベント等を実施し、町内外に本町の魅力を発信しました。 

  現在、県がボーン・ベッドの本格的な発掘調査を行っていると聞いており、その

成果次第では、本町のみならず徳島県にとっても貴重な宝となることが期待できる

ことから、今後、町としても恐竜化石による地域活性化を進めていこうと考えてい

ます。そこで、展示施設の設置や化石愛好家をはじめとする観光客などへの情報発

信、現地での安全性の確保、ボーン・ベッドやその周辺環境の保全、整備などにつ

いて、県の事業実施、又はご支援を要望します。 

○上勝町 

過疎対策事業債の充当率の引上げについて 

本町を含む過疎地域では、著しい人口減少、及び急速に進む高齢化により、地域

活力の低下を引き起こすことが懸念されています。 

そうした中、過疎地域の移住促進においては、住宅の確保が重要であることから、

住宅の整備を行っていますが、財政力の不足等により、依然として計画通り進んで

いない状況にあります。さらに、住宅建設に係る過疎対策事業債の充当率は、家賃

収入があるという理由で充当率が７５％となっているが、家賃収入では管理費をま

かなえず、とても建設費まで回らない状況にあります。 

つきましては、住宅建設に係る過疎対策事業債の充当率を７５％から他の事業並

みの１００％に引き上げていただくよう、国へ働きかけるよう要望します。  

○佐那河内村 

 非常備町村の解消に向けた積極的な支援の実施について 

  非常備である本村においては、火災や風水害、地震等の自然災害発生時の消防力

は消防団のみであり、今後、発生が心配される南海トラフ巨大地震においても必要

最低限の対応すら困難な状況が想定されます。 

  また、救急搬送については、村内の民間観光バス事業者に委託するとともに、他

市町の救急救命士 OB を臨時職員として雇用するなど改善を進めていますが、常備

団体との格差は明らかであります。 

  平成３１年３月に「徳島県消防広域化推進計画」が改定され、「県内１消防本部」

を掲げつつ、県内５ブロックにおける段階的な広域化に取り組む方針が示されてい

ます。 

  また、非常備消防の解消に向けて「県東部地域における消防体制のあり方検討会」

が設置され、検討が始まっています。 
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  県においては、「市町村によって命の重さに違いがあってはならない」との県下的

な課題認識のもと、常備団体の理解・協力が得られるよう、積極的な働きかけや調

整役を果たしていただき、非常備町村の解消に向けて議論が進展することを要望し

ます。 

○石井町 

 県道高原石井線歩道整備について 

一般県道高原石井線は一部道路幅員が狭隘であり、車両の通行により児童の通学

や、その他自転車、歩行者等道路利用者が危険な状態にあります。 

また、旧県道徳島鴨島線から一般県道平島国府線までを両側歩道片側１車線の町

道で繋いでおり、石井環状道路にも位置づけており、平島国府線から南進させるこ

とにより、通学路の安全確保、国道１９２号、主要地方道石井神山線とアクセスし、

徳島市、吉野川市、神山町との交流発展にも不可欠であります。 

こうしたことから、県道高原石井線（重松工区）事業採択については、「徳島県主

要地方道石井神山線並びに高原石井線整備改良促進期成会」により以前から要望し

ていますが、現在のところ手つかずの状態であります。 

  つきましては、児童等道路利用者の安全・安心の確保のため、立石橋から国道１

９２号横断歩道橋までの間を、先行して早急に歩道整備に着手していただくよう要

望します。 

○神山町 

 鳥獣被害対策について 

  鳥獣被害対策で一番身近な窓口は市町村であるが、担当者が異動することで一か

ら勉強する必要があることも多く、すでに対策に取り組んでいる集落への継続的な

指導や、新たに対策の要望がある集落への指導・助言が滞る恐れも想定されます。 

  そこで、鳥獣被害対策に係る専門員を配置することで継続的な指導が行え、これ

まで、個人、集落、地域でばらつきのあった対策について、共通意識を持つことで

広く効率的な対応が行えると考えます。 

  また、他県においては、県の事業により JA 単位で専門員の配置ができるよう補助

を行っているところもあります。 

  つきましては、徳島県内においても、鳥獣被害対策に係る専門員を地域に配置す

る等、市町村が動きやすい体制づくりなどを検討していただくよう要望します。 

○那賀町 

 森林環境譲与税の配分割合について 

  森林環境譲与税の配分割合については、令和６年度まで総額の８割を市町村へ、

２割を都道府県へ配分し、その配分割合は私有林人工林面積（５０％）、林業就業者

数（２０％）、人口（３０％）となっており、大都市が優遇されています。 

大都市においては、森林が少ない都市が多く、そこでは木材の利用促進に充てる

ことなどが想定されており、そのこと自体は推進しつつも、森林を多く抱える中山
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間地域においては、森林整備の担い手育成や、体制整備に多額の費用を必要とする

ことから、現在の譲与割合を見直してしていただきたい。 

つきましては、令和７年度の本格導入されるまでに配分割合を検討していただく

よう、国へ要望していただきたい。 

○牟岐町 

 地震対策等・減災に資する社会資本整備について 

  南海トラフ地震の発生が懸念されるなか、地震及び巨大津波により国道 55 号が

寸断されることが予想され、牟岐町は完全に孤立し地域住民の生命と暮らしが脅か

されることが危惧されます。 

  つきましては、安全で快適な生活環境を確保するとともに、災害時の緊急輸送道

路の確保や救急医療など「命の道」となる道路整備の促進として、下記の項目を要

望します。 

  ・牟岐バイパスの早期完成 

  ・防災対策・歩道整備の推進 

  ・阿南安芸自動車道「牟岐～海部間」の早期事業化 

  ・阿南安芸自動車道「美波～牟岐間」の計画段階評価の早期実施 

  ・国道５５号の適切な維持管理の推進 

○美波町 

 一般財源の確保について 

  平成２７年に普通交付税の合併算定替えが終了し、一般財源の確保が困難を極め

るなか、地域医療の確保、南海トラフ地震対策事業など必要不可欠な事業が山積し

ています。自主財源に乏しい過疎地域においては普通交付税が命綱であり、住民の

生命、財産を守るためには現在の普通交付税額では十分といえない状況にあります。 

  つきましては、普通交付税の増額について国へ要望していただきたい。 

○海陽町 

 ＤＭＶ導入効果の最大化について 

  阿佐東線での 2020 年度の運行を目指しているＤＭＶについては、車両自体が観

光資源となり、新たな人の流れをつくり県南部の活性化に大きく寄与するものと期

待をしています。 

しかし、ＤＭＶを観光資源としてとらえたソフト的な取り組みについては、不確

定要素が多いため、関係団体においても先行した取り組みができない状況にありま

す。 

そこで阿佐海岸鉄道は、本町の観光協会や商工会と連携し「あさチェン推進会議」

を立ち上げ、宿泊プランやツアーの造成、お土産や飲食物の開発などを進めていま

す。当会議を進めるにあたっては、高知県をはじめとした関係自治体やＪＲ四国な

どの調整が重要になることから、徳島県にも当会議にも積極的に参加していただく

とともに、ＤＭＶ導入による経済効果を最大限に引き出すよう支援していただくよ

う要望します。 
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○松茂町 

 都市間高速バスを活用した「とくとくターミナル～徳島駅」間のアクセス向上と、

とくとくターミナル周辺地区の活性化について 

都市間高速バスターミナル「とくとくターミナル」は、京阪神や瀬戸内方面への

アクセスに優れたターミナルである反面、本県最大の交通拠点であるＪＲ徳島駅を

はじめ、近傍の徳島阿波おどり空港、ＪＲ鳴門駅、ＪＲ勝瑞駅など、県内の他の交

通拠点へのアクセスに課題があります。今日、国内の旅行者に限らず、インバウン

ドの外国人旅行者においてもＳＮＳ等を活用した個人旅行が盛況であり、「とくと

くターミナル」から県内各地への公共アクセスの整備は喫緊の課題となっています。 

  また、アクセス向上により、旅行者等の立ち寄り、一時滞在を可能とし、同ター

ミナル周辺地域の集客力を高め、将来の商業圏形成による地域活性化に資するもの

だと考えています。 

つきましては、都市間高速バスの「ＪＲ徳島駅～とくとくターミナル」間での乗

降を可能にする等、アクセス向上のための対策を講じていただくよう要望します。 

○北島町 

 幼児教育の無償化に伴う副食費免除等の財政支援措置について 

  保育料無償化において、従来保育料に含まれていた副食費は無償化の対象外であ

り、施設が保護者から徴収することとされています。 

  徳島県では、県単独事業として、保育料無償の対象児の拡大を実施しているが、

国の制度開始以降は、県単独事業で無償となっている部分の保育料助成事業は終了

しています。 

  しかし、国からは「地方単独事業により保育料が無償となっている世帯において、

副食費を徴収することで世帯負担が増加することがないよう」配慮が求められてい

ます。よって、本町では、対象者の副食費を免除するために新たな財政負担が生じ

ています。 

  つきましては、県においても、従来の財源を活用し、補助事業の制度等を創設す

るよう要望します。 

○藍住町 

 地域公共交通（バス路線）の維持について 

  今後の人口減少・高齢化社会において公共交通を維持していくためには、交通事

業者と行政が協力し公共交通ネットワークの再構築を推進していく必要があります。

本町においてもこれから高齢化が進む中で、公共交通の維持・拡充は喫緊の課題で

あります。 

  地域公共交通の課題解決に向けては、町としても、国・県・公共事業者と、連携・

協力して取り組むことが不可欠であると考えています。 

  現在、県が策定作業を行っている次世代地域公共交通ビジョン（案）が策定され

れば、それをもとに市町村は地域の実情に応じた公共交通施策を実施することにな

ります。ただし、バス路線については、一自治体のみで完結するものではないため、

県のリーダーシップのもと、乗車率改善に向けた施策や、バス路線維持のための市



13 

町村の財政負担軽減に向けた具体策、路線再編プランを早期に示していただきます

よう要望します。 

○板野町 

 地域公共交通に対する財政支援について 

  町内を走っている路線バスは、町内にある県立高校への通学や、国立病院機構へ

通院する等、利用者にとっては重要な移動手段となっています。 

  しかし、バス事業者においては、採算性や経営の悪化から路線バスの縮小・廃止

等が行われ、利便性が悪化しています。 

  つきましては、町民の身近で重要な移動手段である路線バスを今後も維持するた

め、財政支援を拡充していただくよう要望します。 

○上板町 

 鳥獣被害対策（サル）について 

  鳥獣被害は営農意欲の減退、耕作放棄・離農の増加等、被害額として数字に表れ

る以上に影響を及ぼしています。 

  特に被害が大きいサル対策としては、行動範囲が広いため、本町だけで対応する

には限界があります。そのため、県内近隣市町のみならず香川県東かがわ市等、県

域を越えた連携が必要であります。 

  つきましては、県主導により広域で連携した鳥獣被害対策を講じていただくよう

要望します。 

○つるぎ町 

 土石流危険渓流の整備及び長寿命化対策について 

  普通河川であっても土石流危険渓流においては、県が各種事業にて整備していま

したが、国から法定外公共物として町へ譲与され、管理が町になったことから県事

業として対応してもらえなくなりました。 

  近年では、施設の老朽化や山間地の荒廃もあり、河川への土砂の流入・倒木等の

撤去費用が増え、修繕・改良まで予算の充当ができていないのが現状であります。 

  町で整備する場合は、財源として公共施設等適正管理推進事業債を充当すること

となりますが、過疎債に比べ交付税措置が低いものとなります。 

  本町の普通河川の中には、住宅密集地を通り、川幅も狭小なものがあり、近年の

台風・豪雨時の異常出水も懸念されることから早急に整備する必要があります。 

つきましては、交付税措置の高いものを県からも国へ要望していただくとともに、

土石流危険渓流の整備及び長寿命化対策を考えていただきますよう要望します。 

○東みよし町 

 高齢者の交通弱者対策及び買い物弱者対策について 

  高齢者の一人世帯及び高齢夫婦世帯の増加や、子どもと同居している世帯におい

ても自動車等の交通手段を持っていない高齢者の増加により、医療機関への通院、

サロン等社会参加が難しくなっている状況にあります。 



14 

  また、買い物についても、近くに商店がなくなり、町の中心にある大型商店に行

かなければならないが、公共交通機関の便数も少なく、駅やバス停から目的地が遠

く商品を持ち歩く負担も大きいことから、自宅から目的地へ行けるタクシー利用へ

の需要が高まっています。 

  このような状況を踏まえ、本町では本年８月よりタクシー利用１回につき１枚５

００円（年間２４枚）のタクシー券を配布する事業を始めました。対象者を７５歳

以上の避難行動要支援者台帳に登録されている高齢者としていますが、現在２，０

００人が対象となり、過疎指定地域ではない三加茂地区は一般財源での対応となり、

財政負担が増えています。 

  つきましては、市町村が行う交通弱者対策に対する財政的支援を要望します。 




